2016年11月16日
参院憲法審査会
自民「改憲は国政課題」＝民進は慎重姿勢－参院憲法審が再開
　参院憲法審査会は１６日午後、実質的な議論を再開した。自民党は「憲法改正は国政の重要課題になっている」とし、合意形成に向けた議論の加速を訴えた。これに対し民進党は「立憲主義を揺るがす安全保障法制を放置して改憲論議を行うことは絶対に許されない」と慎重姿勢を示した。
憲法９条解釈集を作成＝集団的自衛権を解説－内閣法制局
　同審査会での実質討議は今年２月以来、９カ月ぶり。７月の参院選の結果、憲法改正に前向きな勢力が衆参両院で発議に必要な３分の２以上の議席を占めて以降、国会で本格的な憲法論議が交わされるのは初めて。
　１６日は、自民、民進、公明、共産、日本維新の会、社民、参院会派「無所属クラブ」、日本のこころを大切にする党が冒頭に意見表明し、その後に自由討議を行った。社民党は自由党との統一会派「希望の会」の枠で参加した。
　自民党の中川雅治氏は、現行憲法は制定過程や内容面で９条を含め多くの問題を含んでいると指摘。改憲に向け「審議を加速すべきだ。熟議を重ねて丁寧な合意形成を図りたい」と訴えた。
　自由討議では、自民党が２０１２年にまとめた憲法改正草案について「そのまま審査会に提案するつもりはない」と述べた。
　民進党の白真勲氏は、「自民党は現行憲法を評価せず、むしろ否定している」と指摘。同時に、３月に施行された安全保障関連法は立憲主義に反すると批判した。ただ、「改めるべき点が生じ、立法措置ではできないとの判断に至れば、憲法であっても改正すべきだ」とも述べた。（時事通信2016/11/16-19:00）
憲法論議、与野党の隔たり鮮明　「3分の2」下で初審査会
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約9カ月ぶりに実質的な議論を再開した参院憲法審査会＝16日午後

　参院憲法審査会は16日、約9カ月ぶりに実質的な議論を再開した。自民党は憲法改正を「国政の重要課題」と位置付けて検討を加速させるよう主張したが、野党第1党の民進党は、違憲との指摘がある安全保障関連法の廃止が前提だと反論し、立場の隔たりが鮮明となった。7月の参院選の結果、安倍晋三首相の下での改憲に賛同する勢力が衆参両院で発議に必要な3分の2以上の議席を占めて以降、国会の憲法審査会が具体的な議論を行うのは初めて。

　首相は在任中に改憲実現を目指す意向を表明している。衆院憲法審査会も17日に実質議論を約1年5カ月ぶりに再開する予定。

参院憲法審査会、9カ月ぶり再開　各党、基本認識巡り議論

共同通信2016/11/16 14:0211/16 14:03updated

　参院憲法審査会は16日午後、約9カ月ぶりに実質的な議論を再開し、各党が「憲法に対する考え方」をテーマに自由討議した。7月の参院選の結果、安倍晋三首相の下での改憲に賛同する勢力が衆参両院で発議に必要な3分の2以上の議席を占めて以降、国会の憲法審で具体的論議が行われるのは初めて。自民党は改憲実現に向けて議論の本格化を狙うが、民進党などの野党は慎重姿勢を崩さず、隔たりは大きい。

　自民党の中川雅治氏は現行憲法の内容に多くの問題があるとして「自主的な憲法改正は国政の重要課題だ」と表明した。具体的には憲法9条で自衛隊の位置付けが不明確だと指摘した。

参院憲法審査会 ９か月ぶりに審議を再開
NHK11月16日 18時07分
参議院憲法審査会は、ことし２月以来およそ９か月ぶりに審議を再開させ、自民党は、「現行憲法は、国民の自由な意思が十分に反映されたとは言い難い」として、「憲法改正は、国政の重要課題となっている」と主張しました。これに対し民進党は、「現行憲法は、平和国家の構築などに大きく貢献している」として、「憲法を正しく評価し、守ることが求められている」と主張しました。
衆参両院で、与党と憲法改正に前向きな勢力が、改正の発議に必要な３分の２の議席を占めるなか、参議院憲法審査会は、ことし２月以来およそ９か月ぶりに審議を再開させ、「憲法に対する考え方」をテーマに、各党などが意見を表明しました。
　この中で、自民党の中川・元参議院議院運営委員長は、「現行憲法は、日本の主権が制限されたなかで制定され、国民の自由な意思が十分に反映されたとは言い難いことは事実だ。自主的な憲法改正は、まさに国政の重要な課題となっている。自民党の憲法改正草案を、そのまま審査会に提案するつもりはない」と述べました。
　民進党の白眞勲参議院議員は、「現行憲法は、戦後日本の発展と平和国家構築に多大な貢献をし、今後も『国民主権』や『基本的人権の尊重』、『平和主義』の理念は、国民の生命などを守るうえで不可欠だ。まずは現行憲法を正しく評価し、そのうえで憲法を守ることが、今求められている」と述べました。
　公明党の西田・参議院幹事長は、「憲法ができるまでの過程をつぶさに見ると一方的な押しつけでないことは明らかで、現行憲法は、すぐれた憲法であると積極的に評価している。現行憲法を維持したうえで、改正が必要になった場合に新たな条文を付け加える形の、『加憲』という方法を主張する」と述べました。
共産党の山添拓参議院議員は、「国民の多数が改憲を求めていないなか、憲法審査会を動かす必要はないし、動かすべきではない。今求められているのは、戦争する国をつくり、憲法改正に進んでいくことではなく、憲法を生かし、憲法が掲げる理想に現実を少しでも近づけることだ」と述べました。
　日本維新の会の浅田政務調査会長は、「現行憲法は、平和主義や基本的人権の尊重という基本的な価値を国民に根づかせたという点で評価できるが、憲法裁判所や未来志向を欠くといった点で不備がある。審査会に各会派が憲法改正原案を持ち寄り、改正の是非を議論できるようになってほしい」と述べました。
　社民党の福島副党首は、「今の日本で、憲法で定められた健康で文化的な最低限度の生活を営む権利などは実現しているのか。国会は、こうした憲法価値の実現こそやるべきで、改憲の必要性はない」と述べました。
　参議院の会派「無所属クラブ」の松沢成文参議院議員は、「来年度、憲法審査会が世論調査を行い、多くの国民の憲法改正に向けた方向を把握したうえで、憲法改正の発議案をしっかり議論すべきだ」と述べました。日本のこころを大切にする党の中山代表は、「憲法は、国の形を示すもので、日本人自身の手で日本の国柄を明確に表現したものにしなけばならない。今後、各党が憲法改正案を提出し、審査に着手すべきだ」と述べました。
衆参で前向きな勢力が３分の２に
公布から７０年となった憲法をめぐっては、これまで内閣や国会に調査会が設けられて議論され、平成１９年には憲法改正の原案を提出できる憲法審査会が衆参両院に設置されました。現在、衆参両院では与党と憲法改正に前向きな勢力が改正の発議に必要な３分の２の議席を占めていて、審査会の議論の行方が注目されます。
　憲法をめぐって内閣に初めて調査会が設けられたのは、戦後の占領期が終わってまもない昭和３１年のことで、翌年、「自主憲法の制定」を目指した当時の岸信介総理大臣のもとで議論がスタートしました。
　７年にわたって議論が交わされた結果、結論は出さず、改正を必要とする意見と不要とする意見の両論を併記する形で報告書がまとめられました。
　当時は民間でも盛んに議論され、我妻栄や丸山眞男など日本を代表する法学者や政治学者など５０人が参加して「憲法問題研究会」を発足しました。
　この民間の研究会は１８年にわたって議論を続け、毎年、憲法記念日に講演会を開くなどして議論の成果を広く伝えました。
　その後、憲法の施行から５０年を契機として憲法への関心が改めて高まり、３年後の平成１２年に衆参両院に憲法調査会が設けられました。
　この調査会には憲法改正の原案を提出する権限は認められておらず、憲法９条に関連して、湾岸戦争をきっかけとした日本の国際貢献の在り方などが議論されました。
　平成１９年には「憲法審査会」が衆参両院に設置され、憲法改正の原案を提出できる権限が付与されました。
　ことし７月の参議院選挙の結果、衆参両院で与党と憲法改正に前向きな勢力が改正の発議に必要な３分の２の議席を占めることになり、１６日再開された審査会の議論の行方が注目されます。
自民「改正必要」、民進は慎重…参院憲法審再開

読売新聞2016年11月16日 16時42分

　参院憲法審査会（柳本卓治会長）は１６日午後、今年７月の参院選後初となる実質的な議論を行った。



　与野党８会派の代表者が意見表明し、自民党は現行憲法の制定過程などを根拠に憲法改正の必要性を強調する一方、民進党は改憲論議に入ること自体に慎重な考えを示した。衆院憲法審査会も１７日に議論を再開する予定だが、具体的な改正項目の絞り込みは今国会の日程上は困難になっており、来年の通常国会以降に持ち越されそうだ。

　国会で本格的な憲法論議が行われるのは、参院選の結果、自民、公明両党と憲法改正に前向きな勢力が衆参両院で発議に必要な３分の２以上の議席を確保して以来初めて。

参院憲法審 　自民、９条改正を主張…審議再開
毎日新聞2016年11月16日 21時45分(最終更新 11月17日 00時36分)
　参院憲法審査会（柳本卓治会長）は１６日、今年２月以来、９カ月ぶりに審議を再開した。自民党の中川雅治氏は９条について「自衛隊の位置付けが明確でなく、自衛権の否定ともとられかねない」と述べ、改正が必要との認識を示した。これに対し、民進党の白真勲氏は「現行憲法を正しく評価し、守ることが今、求められている」と表明した。 
　７月の参院選の結果、憲法改正に前向きな勢力は参院の３分の２を超える議席を占めた。選挙後初の参院憲法審では、「憲法に対する考え方」をテーマに自民、民進両党など８会派の代表が意見表明し、延べ２３人が自由に討議した。 
　中川氏は意見表明で「国民は今のままの憲法では自分自身や家族、地域、国家を十分に守れないと考え始めているのではないか」と改憲の必要性を強調。９条改正以外にも、前文▽選挙制度▽地方自治▽私学助成－－を改憲項目に挙げ、緊急事態条項や環境権など新しい人権の新設も主張した。ほかに３人の自民党委員が９条改正を訴えた。 
　自民党は２０１２年に発表した憲法改正草案に「国防軍の保持」を明記した。しかし、同党は衆参両院の憲法審査会が再開するのに先立ち、草案を事実上棚上げする方針を決めた。中川氏は１６日の参院憲法審で「そのまま審査会に提案するつもりはない」と明言した。 
　それにもかかわらず中川氏が９条改正に言及したのは、改憲を期待する保守層への配慮とみられる。中川氏は現行憲法の制定過程についても「国民の自由な意思が十分反映されたとは言い難い」と指摘した。 
　連合国軍総司令部（ＧＨＱ）による「押し付け憲法」論には日本のこころを大切にする党の中山恭子代表も同調したが、公明党の西田実仁氏は「決して一方的な押し付けではない」と述べ、自民党との憲法観の違いが鮮明になった。１７日には衆院憲法審が開かれ、現行憲法の制定経緯について議論する。【飼手勇介】 
憲法審査会再開 　２４条、議論活発化…家族のあり方巡り
毎日新聞2016年11月16日 21時54分(最終更新 11月16日 21時54分)
　参院憲法審査会の実質論議が９カ月ぶりにあり、安倍政権が憲法改正に向けて再び動き出した。改憲テーマが複数挙がる中、家族について定めた憲法２４条を巡って、護憲派、改憲派の議論や取り組みが活発化している。【中川聡子】 
　「２４条はこれまであまり注目されず、改憲への危機感が十分共有できていない」。市民運動「２４条変えさせないキャンペーン」呼びかけ人の清末愛砂・室蘭工業大准教授（憲法・家族法）は、そう危惧する。２４条に「家族は社会の基礎的単位」「互いに助け合わなければならない」と書き加えている自民党改憲草案について、清末さんは「家族のあり方に国が介入するのは自由権の侵害。個人を基礎とする憲法の精神と相いれない」と話す。 
　市民の勉強会「憲法カフェ」を各地で開く「明日の自由を守る若手弁護士の会」の太田啓子弁護士も、カフェで２４条を取り上げた。市民らを前に「改憲草案は『助け合い』の名で家庭の責任を女性に押しつけるもの。『個人』が嫌いという改憲派の思想が凝縮している」と批判した。 
　一方、保守団体「日本会議」（田久保忠衛会長）は２４条を重要な改憲テーマの一つに挙げている。同会議の政策委員の一人は講演会などで「個人の尊重や男女の平等だけでは日本民族は絶滅する」と２４条を批判している。 
参院憲法審９カ月ぶり再開　議論平行線、具体論に至らず 
2016/11/17 0:09情報元日本経済新聞　電子版
　与野党の８党・会派は16日、参院憲法審査会での憲法改正論議を約９カ月ぶりに再開した。自民党は改憲を「国政の重要課題」と位置づけ、改憲案のとりまとめに向けた議論の加速を呼びかけた。民進党は改憲論議より、３月に施行された安全保障関連法の合憲性の調査を優先すべきだと主張。議論はかみ合わず、改憲項目などの具体論には至らなかった。
　自民党のほか日本維新の会と無所属クラブ、日本のこころを大切にする党が「改憲…【続きあり】
産経新聞2016.11.16 23:05更新 
【憲法改正】参院憲法審査会で８会派が主張展開　自民「審議加速を」　民進「まず立憲主義議論を」
　１６日の参院憲法審査会では、自民党や日本維新の会が憲法改正の必要性を訴えたのに対し、民進党は集団的自衛権の行使を容認する安全保障関連法を違憲として立憲主義の議論を優先すべきだと主張した。意見を述べた８会派の代表の発言要旨は次の通り。
自民・中川雅治氏
　「現行憲法の制定過程や内容には問題があり、国民は今のままの憲法では、自分や家族、国家を守ることができないと考え始めているのではないか。自主的な憲法改正はまさに国政の重要な課題となっており、審議を加速させていくべきだ。重要なことは国民の広範な合意形成であり、国会は国民の意向に即した明快な発議をすることが必要だ」
民進・白真勲氏
　「安全保障法制について安倍晋三政権は意図的、便宜的に憲法解釈を変更し、曖昧な要件で集団的自衛権の行使を認めた。立憲主義と憲法９条の平和主義を揺るがすもので認められない。安保法制の白紙撤回を求める。現行憲法を守ることが今、求められている。改憲議論の前に憲法違反や立憲主義、法の支配のあり方を調査しなければならない」
公明・西田実仁氏
　「国民主権、基本的人権の尊重、平和主義を骨格とする憲法を評価し、改正が必要な場合は新たな条文を付け加える『加憲』を主張している。国民主権が参院改革の基本視点であり、衆院も参院も全国民の代表という性格づけが適切だ。政府と官僚機構をつくる衆院、それを監視する参院という新たな観点で国会の行政監視機能を見直すべきだ」
共産・山添拓氏
　「集団的自衛権の行使を容認した安全保障法制は憲法９条と整合性がなく、廃止すべきだ。国民の多数が改憲を求めていない中、改憲のための憲法審査会を動かしてはならない。求められていることは憲法改正に進むことではなく、憲法の掲げる理想に現実を少しでも近づけることだ。それこそが憲法尊重擁護義務を負う国会議員の果たすべき役割だ」
維新・浅田均氏
　「国会は国民投票の権利を奪うべきではない。改憲項目として、国論を二分する安全保障より、国民が切実に感じる問題を取り上げるべきだろう。まず教育無償化。教育の機会平等が保障されていない。東京一極集中の打破のため、地方の権限と財源を強化する根拠を憲法で定める。憲法適合性に関する最終判断権を持つ憲法裁判所を設置すべきだ」
希望の会（自由・社民）・福島瑞穂氏
　「改憲の必要性はない。憲法審査会で改憲の議論をしてはならない。安全保障関連法についての広範かつ総合的な調査を求める。憲法に照らせば安保関連法は明確に違憲だ」
無所属クラブ・松沢成文氏
　「憲法には国家の防衛と緊急事態の条項が欠如している。自衛隊の規定がないことは見直す。憲法審査会で世論調査をし、国民の憲法改正の方向性を把握した上で発議案を議論すべきだ」
日本のこころ・中山恭子氏
　「わが党の立党精神は自主憲法の制定だ。現行憲法は日本の国柄を知らない米国がつくり、日本国民の総意に基づいていない。国民の意思を問うてこなかったのは、政治の怠慢だ」
産経新聞2016.11.16 21:54更新 
【憲法改正】参院憲法審　民進の消極姿勢が明らかに　「立憲主義の危機」と安倍晋三政権を批判
　実質的な議論を９カ月ぶりに再開した１６日の参院憲法審査会で、自民党議員は参院選の「合区」解消に加え、９条改正も訴えた。一方、民進党議員の大半は「立憲主義の危機」と安倍晋三政権を批判し、憲法改正への消極姿勢が明確になった。自民党は改憲議論の加速化を訴えたが、連立を組む公明党とも基本的な認識が分かれたままだ。
　自民党は意見を述べた１１人のうち４人が、「一票の格差」是正のため合区を導入した参院選の制度に疑問を呈した。合区県の１つ、鳥取県選出の舞立昇治氏は「現行憲法のままでは違憲訴訟は永久に止まない。地方の声を減らし、都会の声を増やすことがこの国の将来にとってよいことなのか」と訴えた。
　戦力の不保持を定めた憲法９条２項との矛盾を抱える自衛隊をめぐる意見も多かった。松川るい氏は「憲法上は軍隊ではないという不安定な位置付けのまま放置するのは無責任だ」と主張。古賀友一郎氏も「独立国家である以上、国防の規定がないのはおかしい。国防規定と平和主義は矛盾しない」と述べた。
　しかし、党の方針は異なる。改憲議論をまとめる党憲法改正推進本部の保岡興治本部長は、他党とのイデオロギー対立を避けるため、９条改正を当面の議題としない意向だ。
　公明党との間の溝も浮き彫りになった。現行憲法の制定過程に関し、自民党の中川雅治氏は「日本国の主権が制限された中で制定された。問題がある」と明言。逆に公明党の西田実仁氏は「一方的な押しつけではないことは明らかだ」との認識を示した。
　一方、民進党は蓮舫代表体制で批判ばかりではない「対案主義」を掲げるが、この日の審査会では具体的な提案が一切なかった。白真勲氏は７分間の発言中、「立憲主義」を１４回使い、安全保障関連法や国防軍の保持を明記した自民党改憲草案（平成２４年発表）を批判。小西洋之氏も「法の支配、立憲主義そのものが失われている。こうした政治のもとで改憲議論をしてよいのか」と述べた。
　柳本卓治会長（自民）は審査会後、記者団に、今後は選挙制度を含む「二院制の在り方」が議論の中心になるとの見通しを示した。だが、現状では来年の通常国会でも改憲項目の絞り込みができない可能性があり、合区解消も３年後の参院選に間に合いそうにない。（田中一世）
産経新聞2016.11.16 21:53更新 
【憲法改正】自民「自主的な憲法改正は国政の重要課題」　民進「安保法を放置して絶対に許されない」　９カ月ぶり参院憲法審開催

参院憲法審査会で、柳本卓治会長（右奥）の話を聞く自民党の中川雅治氏（奥中央左）と民進党の白真勲氏（同右）＝１６日午後、国会・参院第４１委員会室（斎藤良雄撮影） 
　参院憲法審査会は１６日、９カ月ぶりに実質的な議論を再開した。憲法に対する基本認識について８会派が自由討議し、自民党は制定過程など現行憲法の問題点を挙げた上で、改正に向けた議論の加速化を訴えた。一方、民進党は安倍晋三政権を「立憲主義を理解していない」と批判し、具体的な議論に入ることに消極的な姿勢を示した。
　実質的議論は今国会で初めて。自民党を代表して意見表明した中川雅治氏は、憲法で自衛隊の位置付けを明記していないなどと指摘。「自主的な憲法改正は国政の重要課題になっている」と強調した。
　民進党の白真勲氏は、昨年９月に成立した安全保障関連法を批判。「安保法を放置して憲法審で議論を行うことは絶対に許されない」と述べた。
　公明党の西田実仁氏は、必要な条文を新たに加える「加憲」を訴えた。共産党の山添拓氏は審査会の開催自体に反対を表明した。日本維新の会の浅田均氏は教育無償化などを提案した。
　８会派の代表者に続いて委員のべ２３人が自由に意見を表明。７月の参院選で導入された「合区」の解消を訴える意見が目立った。
　７月の参院選の結果、「改憲勢力」が衆参両院ともに発議に必要な３分の２以上の議席を占めて以降、実質的議論が行われるのは初めて。衆院憲法審も１７日に自由討議を行い、１年５カ月ぶりの実質的議論を再開するが、改憲項目の絞り込みの議論は来年の通常国会以降に持ち越される。
参院憲法審が再開　参院選後初

東京新聞2016年11月16日 夕刊

 　参院憲法審査会は十六日午後、「憲法に対する考え方」を議題に各会派が意見表明を行った。七月の参院選の結果、改憲に前向きな勢力が改憲発議に必要な三分の二以上の議席を衆参両院で確保して以降、初の国会での実質的な憲法論議となった。

　十六日の審議では、自民党や民進党をはじめ委員のいる全八会派が、同じ時間配分で意見表明した上で、自由討議を行う。

　参院憲法審は今年二月、当時の自民党委員が、オバマ米大統領に触れて「奴隷」などと人種差別と受け取られかねない発言をして以来、実質的な審議が行われていなかった。

　十六日は九カ月ぶりの審議再開となった。衆院憲法審も十七日に議論を再開する。

　安倍晋三首相（自民党総裁）は参院選前に「どの条文を変えていくか議論を進めたい。次の国会から憲法審査会を動かしていきたい」と、今国会での改憲議論に意欲を示していた。

　改憲を巡っては、自民党憲法改正推進本部の保岡興治本部長が十月、野党から「国民の権利を軽んじている」などと批判されている党改憲草案を事実上封印する考えを表明した。

＜参院憲法審査会＞　憲法に関する総合的な調査や改憲原案の審査を行う参院の機関で、委員は４５人。会派の所属議員数に応じて委員を割り当てる。自民党２３人、民進党・新緑風会９人、公明党５人、共産党３人、日本維新の会２人、希望の会（自由党・社民党）、無所属クラブ、日本のこころは各１人。審査会長は自民の柳本卓治氏、会長代理は民進の白真勲氏。

しんぶん赤旗2016年11月17日(木)

憲法いかす政治こそ　山添・吉良議員　審査会始動を批判　参院
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（写真）発言する山添拓議員＝16日、参院憲法審査会


　参院憲法審査会が１６日に開かれ、各会派の代表が憲法に対する考え方について意見表明をしました。同審査会での実質審議は今年２月以来、９カ月ぶりです。

　日本共産党の山添拓議員は、国会に改憲発議をあおる安倍晋三首相を批判し、「いま求められていることは、憲法改定に進むのではなく、憲法をいかし、憲法が掲げる理想に現実を少しでも近づけることだ」と主張。「国民多数が改憲を求めていないなかで憲法審査会を動かす必要はない」と指摘しました。

　山添氏は、弁護士として福島原発事故の被害者の救済や過労死事件などに取り組んできたことにふれ、「権利を侵され、たたかう人々の隣にはいつも憲法があった」「くらしに関わるあらゆる場面で、憲法を羅針盤に政治のかじを切ることこそが国会に求められている」と述べました。
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（写真）発言する吉良よし子議員＝16日、参院憲法審査会


　安倍政権が安保法制＝戦争法に基づき自衛隊に南スーダンＰＫＯで新任務を付与したことについて、「違憲の立法の上に、内戦状態の現地の状況を無視して自衛隊を『殺し殺される』部隊にするなど言語道断だ。直ちに安保法制は廃止すべきだ」と強調しました。

　野党会派の議員も戦争法を強く批判。民進党の白真勲氏は「安保法制を放置して、憲法審査会が改憲の議論を行うことは許されない」と述べました。

　一方、自民党の中川雅治氏は「憲法９条は自衛隊の位置づけが明確ではない」などとして、審査会での審議加速を主張。日本維新の会も、改憲に向け審査会での審議を推進する立場を示し、公明党は現行憲法を評価すると述べつつ、条文を付け加える「加憲」の立場を表明しました。

　意見表明後の討論では、日本共産党の吉良よし子議員が「自民党改憲草案は憲法の基本原理を根底から覆すもの。議論のベースにするなどもってのほかだ」と強調。すでに安倍政権が「政治的中立性」などの言葉で、放送や教育の自由を踏みにじっている実態をあげて「思想信条、内心の自由を保障する憲法に照らして絶対に許されない」と批判しました。

社説　憲法審査会再開／改憲の必要性を問いたい
河北新報2016年11月17日木曜日
　改憲に賛同する勢力が衆参両院で発議に必要な３分の２を占める中、参院憲法審査会がきのう、約９カ月ぶりに実質審議を再開した。
　そもそも憲法改正は国民投票の過半数の賛成で決まるわけで、国民の理解が不可欠だ。数の力をたのんで結論を急ぐような拙速な議論であってはならない。きょう再開される予定の衆院憲法審も含めて、熟議を求めたい。
　衆参両院の憲法審は憲法改正の原案を提出、審議する権限が付与されているものの、まずは憲法や密接に関連する基本法制について、広範かつ総合的な調査を行う機関と位置付けられている。
　これまでの安倍晋三首相の発言を聞く限り、各党が改憲草案を持ち寄って、論議する場のような錯覚に陥る。しかも、改憲のテーマを絞り込んでいくのが当然かのような声があるは甚だ疑問だ。
　再開された参院憲法審での自由討議の中で、自民党の議員が挙げたのは「緊急事態条項」「環境保全の責務」などだ。いずれも憲法に書き込まなくても対応可能で、首をかしげざるを得ない。改憲自体が目的化しているように映る。
　現憲法に不都合や不備はあるのか、今直ちに改正する必要性に迫られているのか－。論議の出発点はここにあるべきだ。
　自民党の改憲草案は「国防軍」の保持や天皇の元首化、家族の互助義務など復古的な色彩が強い。在任中の改憲を描く安倍首相は草案について「議論のベースに」と語っていたが、最近は意欲を封印、その豹変（ひょうへん）ぶりが目立つ。
　野党の草案撤回要求に応じないものの、憲法審には丸ごと提出しない方針を示している。対立を避けて野党を論議に巻き込む思惑があるのだろう。深謀遠慮がうかがえる。
　ただ、改憲と一口で言っても、各党のスタンスには温度差があるのも事実だ。
　与党の公明党でさえ、憲法観が異なる自民党とは一定の距離を置いている。参院憲法審では、必要な条文を新たに加える「加憲」の立場を改めて強調した。
　民進党の議員は、自民党の草案に疑念を示した。ただ、党綱領では「未来志向の憲法」をうたっており、改正自体は否定していない。議員によっても主張がバラバラで、旗幟（きし）を鮮明にしていくべきだ。
　東日本大震災や福島第１原発事故で、憲法が問われたのは被災者の「生存権」や「幸福追求権」だった。憲法が掲げる理念とはほど遠い現実が、被災地ではいまだに横たわっている。
　憲法公布７０年を迎えた今、積み上げてきた価値体系を問い直し、これからどう発展、深化させていくべきか。この議論の方が先決ではないか。
　憲法は権力者ではなく、国民のものだ。憲法審での議論の行方をしっかりと見届け、われわれの側も自らの憲法観を磨いていかなければ。
茨城新聞2016年11月17日(木)
論説　憲法審査会再開　強引な審議は許されない
憲法改正に前向きな勢力が国会での改憲案の発議に必要な「3分の2以上」の議席を占めた7月の参院選後、初めての憲法審査会が参院で開かれた。17日には衆院の審査会も再開され、改憲論議が本格化する。
　改憲に強い意欲を示す安倍晋三首相は、臨時国会の所信表明演説で「(改憲)案を国民に提示するのは国会議員の責任だ」と強調し「与野党の立場を超え」て、審査会での議論を進めるよう呼び掛けた。自民党は具体的な改憲項目の絞り込みへ議論を急ぐ構えだ。
　衆参両院で改憲勢力が発議に必要な議席を占め、改憲に向けた土俵は整ったかに見える。しかし各党の改憲に対する基本的な考え方の隔たりは大きい。改憲勢力と位置付けられる政党の間でも見解は異なる。
　もちろん憲法には改正手続きの規定があり、一言一句変えてはならないものではない。しかし日本の社会と統治機構の在り方を定める憲法の議論は拙速であってはならない。改正は最終的には国民投票に委ねられるが、原案をまとめる責任は国会が負う。今、改憲の必要があるのか。なぜ、どこを変えるのか。根本から議論を深めるべきだ。その過程で国民の意見を聴く「対話」の機会を設ける案もあろう。国民に分かりやすい議論を心掛けるよう求めたい。
　参院の憲法審査会は今年2月以来、約9カ月ぶり。衆院側は安全保障関連法を巡り参考人の憲法学者3人全員が「違憲」との見解を示した昨年6月以来、約1年5カ月ぶりの開催となる。
　参院の審議では「憲法に対する考え方」をテーマに各党・会派が見解を表明した。ただ議論はかみ合わず、隔たりが鮮明になったと言えよう。
　自民党は(1)敗戦後の占領下に連合国軍総司令部(GHQ)の草案を基に制定された現行憲法の制定過程(2)前文や9条、選挙制度の内容や緊急事態条項の不備などの問題点(3)国際環境や東日本大震災などによる国民意識の変化-の3点を挙げて「自主的な改正は国政の重要課題だ」と強調、審議の加速を求めた。一方、与党の公明党は制定過程について「決してGHQによる一方的な押し付けではない」と自民党とは異なる見解を表明。施行時に想定できなかった課題について新たな条文を付け加える「加憲」を主張した。
　日本維新の会は教育の無償化や統治機構の抜本改革など独自の改憲案を示し、「各党が草案を持ち寄るべきだ」と提起した。こうした各党を「改憲勢力」とひとくくりにするのは無理があろう。
　一方、民進党は2012年に自民党がまとめた改憲草案について「憲法は国家権力を縛るという立憲主義を否定している」と批判。「現行憲法を破棄したいのではないか」と指摘し、安全保障関連法に触れて「これを放置して改憲論議は許されない」と主張した。共産党や自由、社民両党の統一会派「希望の会」は「改憲のための審査会を動かすべきでない」と審査会での議論に反対した。
　こうした各党の主張を一つにまとめるのは難しいだろう。しかし数の力で押し切るような審議は許されない。自民党は参院選でも改憲を真正面から公約には掲げていない。少数派の意見を丁寧にくみ上げることができるのか。国の基本である憲法にふさわしい議論が求められる。
論説　憲法審査会再開／根本から丁寧な議論を

山陰中央新報'16/11/17

憲法改正に前向きな勢力が国会での改憲案の発議に必要な「３分の２以上」の議席を占めた７月の参院選後、初めての憲法審査会が参院で開かれた。１７日には衆院の審査会も再開され、改憲論議が本格化する。
　改憲に強い意欲を示す安倍晋三首相は、臨時国会の所信表明演説で「（改憲）案を国民に提示するのは国会議員の責任だ」と強調し「与野党の立場を超え」て審査会で議論を進めるよう呼び掛けた。自民党は具体的な改憲項目の絞り込みへ議論を急ぐ構えだ。
　衆参両院で改憲勢力が発議に必要な議席を占め、改憲に向けた土俵は整ったかに見える。しかし各党の改憲に対する基本的な考え方の隔たりは大きい。改憲勢力と位置付けられる政党の間でも見解は異なる。
　もちろん憲法には改正手続きの規定があり、一言一句変えてはならないものではない。しかし日本の社会と統治機構の在り方を定める憲法の議論は拙速であってはならない。改正は最終的には国民投票に委ねられるが、原案をまとめる責任は国会が負う。今、改憲の必要があるのか。なぜ、どこを変えるのか。根本から議論を深めるべきだ。
　その過程で国民の意見を聴く「対話」の機会を設ける案など、国民に分かりやすい議論を求めたい。
　参院の憲法審査会は今年２月以来、約９カ月ぶり。衆院側は安全保障関連法を巡り参考人の憲法学者３人全員が「違憲」との見解を示した昨年６月以来、約１年５カ月ぶりの開催となる。
　参院の審議では「憲法に対する考え方」をテーマに各党・会派が見解を表明した。ただ議論はかみ合わず、隔たりが鮮明になった。
　自民党は（１）敗戦後の占領下に連合国軍総司令部（ＧＨＱ）の草案を基に制定された現行憲法の制定過程（２）前文や９条、選挙制度の内容や緊急事態条項の不備などの問題点（３）国際環境や東日本大震災などによる国民意識の変化－の３点を挙げて「自主的な改正は国政の重要課題だ」と強調、審議の加速を求めた。
　一方、与党の公明党は制定過程について「決してＧＨＱによる一方的な押し付けではない」と自民党とは異なる見解を表明。施行時に想定できなかった課題について新たな条文を付け加える「加憲」を主張した。
　日本維新の会は教育の無償化や統治機構の抜本改革など独自の改憲案を示し「各党が草案を持ち寄るべきだ」と提起した。こうした各党を「改憲勢力」とひとくくりにするのは無理があろう。
　一方、民進党は２０１２年に自民党がまとめた改憲草案について「憲法は国家権力を縛るという立憲主義を否定している」と批判。「現行憲法を破棄したいのではないか」と指摘し、安全保障関連法に触れて「これを放置して改憲論議は許されない」と主張した。共産党や自由、社民両党の統一会派「希望の会」は「改憲のための審査会を動かすべきでない」と審査会での議論に反対した。
　こうした各党の主張を一つにまとめるのは難しいだろう。しかし数の力で押し切るような審議ではなく、多様な意見を丁寧にくみ上げ、国の基本である憲法にふさわしい議論を求めたい。


社説　憲法審査会　主権者として注視したい
西日本新聞2016年11月17日 10時42分 
　参院憲法審査会はきのう、約９カ月ぶりに実質的な議論を再開した。衆院もきょう、約１年５カ月ぶりに論議に入る予定だ。
　７月の参院選などの結果、安倍晋三政権下での憲法改正に前向きな「改憲勢力」が衆参両院で３分の２以上の議席を占め、改憲が現実味を帯びる中での再開である。それだけに、より丁寧で慎重な論議を求めたい。
　憲法審査会は２００７年に衆参両院に常設された。憲法に関する総合調査のほか、国会議員（衆院１００人以上、参院５０人以上）が提出する改憲原案を審査する。
　審査を経た原案は、両院とも本会議で３分の２以上の賛成で国会発議となり、国民投票で過半数の賛成を得ると改憲が成立する。
　きのうの審議では、８会派が意見を表明した後、自由討議した。多数を占める改憲勢力も予想通り一枚岩ではなかった。
　公明党は現行憲法の平和主義などの原理を尊重し不足部分を加える「加憲」の立場を改めて表明した。日本維新の会は国と地方の統治機構改革などを訴えた。
　自民党は１２年、天皇を「元首」とし、９条に「国防軍の保持」を明記するなど復古調の改憲草案を発表している。これでは幅広い賛同を得るのは難しいと判断したのだろう。草案を原案とせず、さらに党内議論を重ねると説明した。
　これも改憲を悲願とする首相が語る「３分の２を構築する政治の技術」なのか。賛同を得やすい項目として自民党からは、大災害や内乱などに備えて内閣の権限を強化する「緊急事態条項」や、「参院合区解消」が挙がった。
　だが、まず改憲ありきの姿勢でいいのか。「現行憲法の理念が生かされているかどうかの検証を」という民進党などの主張も重要な視点だ。憲法の役割、現行憲法の評価を踏まえ、改憲しなければ対応できない不足部分はあるのか。まさに熟議する必要がある。
　私たち国民は主権者として国民投票で最終判断する重大な責務を負う。そのことを改めて肝に銘じ、国会の論議を注視したい。 
共産、月内めどに候補者擁立　次期衆院選、志位氏が表明
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記者会見する共産党の志位委員長＝16日午後、東京都渋谷区の党本部

　共産党は16日、第7回中央委員会総会の2日目の協議を行い、来年1月に開く第27回党大会に提案する決議案について意見交換した。志位和夫委員長は総会後の記者会見で、今月中をめどに、次期衆院選に向けた候補者擁立作業を終える考えを表明。民進、自由、社民の3党と共通政策の作成や候補者調整を巡り、積極的に取り組む姿勢を示した。

　志位氏らが15日に提示した決議案は「野党連合政権」樹立を目指す方針を打ち出した。幹部会報告では「国民の切実な願いに応えて当面の一致点で協力することが、共闘の当たり前の姿だ。選挙協力だけでなく、政権での協力も基本に据えるべきだ」と指摘した。

蓮舫氏「共産党の片思い」　共産の連合政権構想

共同通信2016/11/16 22:08

　民進党の蓮舫代表は16日、共産党が提唱した民進、自由、社民各党との「野党連合政権」を目指す構想について「共産党の片思いの話だ」と述べ、応じない意向を示した。神奈川県小田原市で記者団に語った。

　次期衆院選での共産党との候補者調整については「有権者にとって野党対与党というシンプルな構図が選びやすい」と前向きな考えを示した。

共産 志位氏「野党連合政権」民進などと協議を
NHK11月16日 20時37分
共産党の志位委員長は、記者会見で、「野党連合政権」の実現を目指し、次の衆議院選挙に向けて、民進党などと政権構想の協議を進めたいという考えを示しました。
共産党は１６日まで２日間の日程で、党の中央委員会を開き、次の衆議院選挙で民進党などとの野党４党の選挙協力を発展させ、「野党連合政権」の実現を目指すなどとした新たな活動方針案を協議しました。
　このあと、志位委員長は記者会見で、「『野党連合政権』は、あくまでも私たちの提案であり、ほかの党に『まるごとこれでいきましょう』ということではない。衆議院選挙で選挙協力に踏み込めば、政権構想を示す必要が出てくるので、前向きな一致点を得たい」と述べ、衆議院選挙に向けて、民進党などとの協議を進めたいという考えを示しました。
　また、志位氏は、衆議院選挙での候補者調整について、「ほとんどの小選挙区で党の候補者を擁立する。それぞれの党が擁立したうえで、調整の話し合いになっていく。まずは、相互支援・相互推薦の原則で合意する必要がある」と述べました。
民進 蓮舫代表「片思いの話ではないか」
民進党の蓮舫代表は、神奈川県小田原市で記者団に対し、「『野党連合政権』の樹立というのは、まだ共産党の片思いの話ではないか。選挙では、野党対与党というシンプルな構図がいちばん有権者は選びやすいが、まず、政策の一致がなければならず、選挙で勝つために手をつなぎましたという単純な話ではない」と述べました。
衆院選、全区擁立の構え＝一本化へ協議促進狙い－共産
　共産党の第７回中央委員会総会は１６日、野党共闘を発展させて「野党連合政権」の樹立を目指す党大会決議案を了承し、閉幕した。志位和夫委員長は記者会見で次期衆院選に関し、「ほとんどの小選挙区で擁立する」と強調した。同時に、民進党などと野党候補一本化に向けた協議を進める意向も示した。
　共産党は月内に擁立のめどを付けるとしており、民進党側に協議を促す狙いがあるとみられる。志位氏は擁立状況について、小選挙区定数２９５のうち、内定も含め「２００を超えている」と明らかにした。　
　一方、野党連合政権で共産党から閣僚を出すかどうかについて、「あらかじめ条件にしない。最初から閣内でなければ駄目という立場に立っているわけではない。閣外で対応すると決めているわけでもない」と述べた。（時事通信2016/11/16-17:58）
共産、野党共闘へ３条件　共通公約・政権構想・相互推薦 
2016/11/17 1:57情報元日本経済新聞　電子版
　共産党が次期衆院選での選挙協力を巡り、民進党に揺さぶりをかけている。16日の中央委員会総会では、来年１月の党大会決議案を決定。野党の「本気の共闘」に取り組むと明記した。同時に共通公約の策定、政権構想とりまとめ、小選挙区候補の相互推薦・支援――の３点を共闘の条件に掲げた。日米安全保障条約への姿勢などは「独自の主張を持ち出さない」と柔軟な姿勢を示し、硬軟両様で共闘を促す。
　「前途に困難、曲折もあるだ…【続きあり】
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